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i〈年　譜〉
◇学歴
1967年３月	 大阪経済大学経済学部経営学科卒業
1969年３月	 大阪経済大学大学院・経済学研究科・経営経済学専攻修士課程
修了（経済学修士）
1972年３月	 大阪経済大学大学院経済学研究科経営経済学専攻博士課程単位
取得満期退学
◇海外への留学・研究派遣（等）
1981年、1983年、1984年、1985年
各年度（ハンブルク Operational	 Research	 ’81国際会議、フランクフルト
Internathional	Messe、Studiengesellschaft	 zur	 Forderung	Europanischen	
Sprach-	und	Kulturgutes,	Muniche.）等、
西ドイツ研修・留学（1983,	1984年は京都短期大学留学・派遣研究規程による）
海外（派遣）研修（名古屋外国語大学国際経営学部派遣研究員規程による）
1998年３月～1998年９月・	ドイツ・ルール大学ボッホム（Ruhr-Universität	
Bochum）
◇職歴
1969年４月	 京都短期大学（現・京都創成大学）非常勤講師
1973年４月	 同上（現・京都創成大学）専任講師
1979年４月～	 同上（現・京都創成大学）教授（1988年３月まで）
	 （この間、教務部長・学生部長・学科長・図書館長を歴任）
1988年４月	 市立尾道短期大学（現・尾道大学）経営情報学科教授（1993年
３月まで）（この間、経営情報学科長を歴任）
1993年４月	 名古屋外国語大学国際経営学部（現・現代国際学部）教授
2003年４月	 名古屋外国語大学大学院教授
2004年４月	 現代国際学部国際ビジネス学科長（2008年３月まで）
1973年４月	 阪南大学非常勤講師
1979年４月	 大阪経済大学非常勤講師
2001年８月	 香川大学大学院 経済学研究科非常勤講師
◇その他嘱託講師等
1972年４月	 大阪商工会議所嘱託講師（1987年まで）
1973年４月	 大阪府立夕陽丘職業訓練校付属大阪府立人材セミナー嘱託講師
（1984年まで）
1976年４月	 大蔵省・造幣局嘱託講師（1981年４月まで）
1990年４月	 大阪府工業協会嘱託講師
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◇所属学会
1972年９月	 日本経営学会
1973年４月	 大阪簿記会計学協会
1977年４月	 日本都市学会
1980年４月	 日本経営診断学会
	 （理事・別府大学、北海道大学、愛知工業大学、明治大学、
	 学会全国大会委員長）
1981年４月	 日本財務研究学会
1984年５月	 日本会計研究学会
1985年４月	 実践経営学会
1987年４月	 工業経営研究学会
1993年５月	 経営学史学会
1993年９月	 全国四系列系大学教育会議
	 （現・全国ビジネス系大学教育会議、2009年より理事）
1998年９月	 日本経営教育学会（日本マネジメント研究学会）
2000年７月	 日本財務管理研究学会
2000年９月	 日本ベンチャー学会
2000年９月	 国際ビジネス研究学会
2002年９月	 国際会計研究学会
2003年３月	 企業家研究フォーラム
2008年９月	 大学評価学会
◇委員の委嘱又は社会における活動等
1975年４月	 福知山商工会議所商業活動調整協議会委員（1989まで）
1983年４月	 綾部市商工会議所商業活動調整協議会委員（1991年３月まで）
1981年４月	 中小企業庁委託事業
	 京都府綾部地域商業近代化地域計画委員（1983年３月まで）
1982年４月	 日本電信電話公社・消費者代表者会議近畿地域委員会委員・座長
（現・NTT民営化により解散まで）
1987年９月	 中小企業庁委託事業
	 京都府福知山市地域商業近代化地域計画委員（1988年３月まで）
1988年４月	 摂津市商工会議所商業活動調整協議会委員・会長（1992年３月まで）
1991年４月	 中小企業庁委託事業
	 大阪府摂津市地域商業近代化地域計画委員（1992年４月まで）
1992年４月	 通産省（現・経済産業省）大規模小売店審議官（任命者 通産大臣）
	 （2000年「大規模小売店法」の廃止により残務処理の期間を経て解散）
2001年４月	 大阪府摂津市都市計画審議会・会長
◇著作（等）目録
『会計学の基本問題』（大阪経済大学会計学研究室・1981年・共著）
『情報と社会』（学文社・1995年・共著）
『経営学の基本問題』（同文舘・1996年・共著）
『経営学総論』（学文社・1997年・共著）
『現代経営の諸問題』（ミネルヴァ書房・2002年・共著）
『国際会計学』（創成社・2002年・共著）
『経営教育事典』（学文社・2006年・日本経営教育学会25周年記念編纂委員会編）
（学術論文等）　上記所属教育・研究機関において掲載（割愛）
